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#11-21 

【５月２１日～５月２７日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２３年５月３１日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼大統領・政府の動き 

・２４日、ヤヌコーヴィチ大統領は、アニシチェンコ保健第一次

官を保健相に任命する大統領令を発出。 

・２８日、法務省は、ブロックの参加禁止、足切りラインの５％

への引き上げ、比例代表制・小選挙区制各５０％の混合シス

テム等を設定した最高会議選挙法改正案を公表。ラヴリノヴ

ィチ法相は、同改正案の英訳が完成次第、ベニス委員会及

び米国ＮＧＯ「国際選挙制度基金」（ＩＦＥＳ）に送付する旨発

言。 

▼ティモシェンコ前首相に対する刑事事件 

・２４日、検事総局は、２３日のキエフ市ペチェルスク地区裁判

所の決定に基づき、取り調べ実施のためにティモシェンコ前

首相を一時的に拘束したものの、同日の取り調べ終了後に同

前首相を解放。同日、クジミン検事総局副総長は、現時点で

は同前首相を拘束する根拠は無い旨発言。 

・２４日、検事総局は、２００９年の対露ガス価格契約に関する

ティモシェンコ前首相に対する取り調べの終了及び同前首相

に対する調書の開示を発表。 

・２４日、ティモシェンコ前首相は、２３日夜に大統領府及び検

事総局職員から拘束を警告する通報があった、ヤヌコーヴィ

チ大統領は拘束決定後に国民及び国際社会の懸念を受け

思いとどまったものと考えられる旨発言。 

▼ティモシェンコ前首相に対する刑事事件への反応 

・２４日、ブゼク欧州議会議長は、裁判所によるティモシェン

コ前首相の拘束許可に懸念を表明、右決定の文脈と条件は

本件が有する政治的性質に対する更なる懸念を呼び起こす

旨発言。 

・２６日、アシュトンＥＵ外務・安全保障政策上級代表は、ティ

モシェンコ前首相の捜査の背後に政治的動機が隠されてい

ることにつき懸念を表明、ウクライナ当局に対し、法の支配、

集会の自由、公平かつ独立した裁判プロセスを尊重するよ

う要求する声明を発表。 

・２６日、外務省は、ティモシェンコ前首相の捜査に関する欧

州側の厳しい反応は、ウクライナにおける汚職防止活動の

現実につき情報が不足していることに起因している旨反論。 

▼その他の刑事事件に関する動き 

・２３日、国家刑事局は、ルツェンコ前内相に対する予審終

了後、同前内相を取り調べ隔離施設に再度移送。２６日、国

家刑事局は、ルツェンコ前内相の拘束を解除する予定は当

面無い旨発表。 

・２７日、プションカ検事総長は、クチマ元大統領にはゴンガ

ゼ記者を殺害する意思は無かったと確信している旨発言。 

２．経済 

▼マクロ経済 
・２６日、国家統計局は、４月平均給与は前月比０．０８％増

の２，５３３フリヴニャ、州別では３，９２２フリヴニャのキエフ州

が最高、１，７５８フリヴニャのテルノーピリ州が最低と発表。 

・２６日、クリューエフ第一副首相兼経済発展・貿易相は、２０

１１年のＧＤＰ成長率を４．５％と予測、ＶＡＴの未還付額は１

年前の４００億フリヴニャから３０億フリヴニャ以下にまで減っ

た旨指摘し、ＶＡＴの自動還付を受けている企業数が増加し

ており、秋までにはＶＡＴ未還付に関する問題は忘れ去ら

れることとなる旨発言。 

▼貿易 

・２３日、アザーロフ首相は、クファシニエフスキ・ポーランド

元大統領と会談、ウクライナにとって、ＥＵとのＦＴＡ及び露・

ベラルーシ・カザフスタンとの関税同盟の双方が重要である

旨発言。 

・２４日、キナフ地域党議員（産業家・企業家同盟総裁）は、

ベラルーシ当局によるベラルーシ通貨の切り下げによりウク

ライナ製品のベラルーシにおける競争力が失われている、

また、給与及び年金額引き上げに関する大衆迎合的決定が

その動きを加速している旨発言。 

・２４日、ヤヌコーヴィチ大統領は、２０１１年におけるウクライ

ナ・露間の貿易高が初めて５００億米ドルを超えると確信して

いる旨発言（参考:２０１０年における同貿易高は４１５億米ド

ル）。 

▼農業 
・２５日、プリシャジニュク農業政策・食料相は、同日の閣僚

会議において穀物輸出割当規制の廃止が承認された旨発

言。 

・２５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、最高会議において採択さ

れた、関税規制に取って代わる穀物輸出割当規制に関する

法案に署名する旨発言、世界が食糧危機に見舞われてい

る中で穀物市場を閉ざすことはできず、ウクライナは余剰穀

物の供給国であり続ける必要がある旨発言。 

・２６日、プリシャジニュク農業政策・食料相は、シカゴ商品取

引所との協力協定に署名、シカゴ商品取引所支部のウクラ

イナへの開設につき合意。 

▼ガス問題 

・２４日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ミレル露ガスプロム社長

及びボイコ・エネルギー石炭産業相と会談、２００９年に署名

された露天然ガス価格契約の見直しにつき検討。 
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・２４日、クプリヤノフ露ガスプロム報道官は、ボイコ・エネル

ギー石炭産業相とミレル露ガスプロム社長によるガス価格契

約見直しに関する交渉は今後も継続する予定であり、これま

でに成果はない旨発言。 

・２５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、プーチン露首相が提案し

ていたナフトガスと露ガスプロムの合併について、その可能

性を否定。 

・２７日、アザーロフ首相は、６月７日にプーチン露首相と露

天然ガス価格契約の見直しについて協議する予定と発言。 

▼その他 

・２５日、ウクライナ最大の自動車製造業者「ザポリジャ自動

車工場」（ＺＡＺ）社は、２０１１年中に前年比６４．８％増の７万

５，０００台を製造予定と発表。 

３．外政 

▼２７～２８日、ヤヌコーヴィチ大統領の第１７回中欧

大統領会合参加（於ポーランド） 
・２７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ウルフ独大統領、フィッシ

ャー・オーストリア大統領等と個別に会談、二国間関係、経

済協力、ウクライナの欧州統合等につき協議。 

・２７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ウクライナは東方パート

ナーシップの枠組みにおけるプロジェクトに関心を有してい

る、民主改革こそがウクライナの将来的なＥＵ加盟を保証す

る、右改革の目的はあらゆる分野において民主主義と欧州

標準を確立することである旨演説。 

・２７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、コモロフスキ・ポーランド

大統領と会談、二国間関係及びウクライナの欧州統合につ

き協議。コモロフスキ・ポーランド大統領は、今次会合参加

者は次回会合をキエフで開催することで合意したことにつき、

ヤヌコーヴィチ大統領を祝福。 

▼その他 
・２４日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ミキテンコ外務次官を解

任する大統領令を発出。 

・２５日、ウクライナ外務省は、欧州委員会による欧州近隣政

策見直しを歓迎し、欧州統合の実施のために欧州近隣政策

及び東方パートナーシップを積極的に利用していく旨の声

明を発表。 

・２７日、内務省は、５月９日にリヴィウにおいて駐リヴィウ露

総領事が持つ花輪が踏みにじられた件につき刑事事件を

発動。 

４．防衛 

▼チェコ武官に対するペルソナ・ノングラータ 

・２４日、外務省は、チェコ側による在チェコ・ウクライナ大使

館武官に続く２人目のウクライナ人外交官追放を確認、右処

置は不当であるとのコメントを発表。 

▼ロシア－ウクライナ海軍合同演習「平和の航路２０

１１」 

・２３日、ロシア－ウクライナ海軍合同演習「平和の航路２０１

１」が開始。同演習は、２７日までセヴァストーポリ及び黒海

北西部において実施。 

▼その他 

・２３日、エジェリ国防相は、国防省中央スタッフが３０％削減

される旨発言。 

 

Ｂ．その他の動き 

 

５／２５ （水） 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、コートジボワールにおけるウクライ

ナ平和維持部隊派遣を９月３０日まで延長する法律に署名。 

（了） 


